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Ⅰ 伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項 

 

１ 森林整備の現状と課題 

本市は、兵庫県の中東部、大阪府、京都府との境に位置し、総面積は37,759haです。篠山盆地を

中央に据え、その周りに御嶽を最高峰とする多紀連山など、400～800ｍ級の山並みに囲まれてい

ます。篠山盆地には市街地や集落が集中し、盆地の中央部を篠山川が西流して加古川から瀬戸内海

へ至るとともに、武庫川や日本海へ注ぐ由良川の源流があります。気候は、年較差、日較差ともに

大きい内陸性気候が特徴です。 

森林面積は28,179haで、総面積の約75％を占め、豊富な森林に恵まれています。森林面積のう

ち民有林面積は27,682haです。そのうちスギ・ヒノキを主体とした人工林（以下「人工林」とい

う。）の面積は7,959haで、人工林率は約29％です。また、人工林の齢級構成は、９齢級以上のも

のが約70％を占めており、利用可能な高齢級の森林を有効的に活用するための森林整備を行う必要

があります。 

市内には、上記のような林業生産活動が積極的に実施されるべき人工林帯のほか、かつて薪炭林

として利用され、住民生活に密着していた里山などといわれる広葉樹林帯など多様な林分構成にな

っています。 

昭和30年頃、市内でもスギ、ヒノキの人工造林が盛んに行われた結果、現在の齢級構成は、高齢

級の割合が高く、搬出対象林分が多く存在します。しかし、近年、木材価格の低迷や担い手不足等

により森林施業離れが目立ち、森林に対する住民の意識・価値観が変化し、森林は荒廃しつつあ

り、時として山林災害を引き起こす原因ともなります。一方、森林を適切に整備することで災害を

未然に防ぎ、安定した水資源を確保するほか、地球温暖化の原因とされる二酸化炭素の吸収源とし

て位置づけられ、さらに「癒し」などの保健・レクリエーション機能や生物多様性など、森林に求

められる機能が多くなっています。 

今後、市内の人工林にあっては、林業生産活動を通じた適切な森林整備を図るとともに、環境に

優しい素材である木材の活用及びこれからの国産材時代に向けて優良材生産を進めるという観点か

ら、計画的な材の搬出・保育・間伐を推進する必要があります。 

また、市内森林の約72％を占める広葉樹林は、我が国の経済成長とともに薪・炭を使った生活か

ら石油や電気を使う生活に様変わりし、現在はその利用価値がほとんどなく、広葉樹林は放置さ

れ、薪などに利用されてきた森は荒廃しつつあります。松林は、松枯れが目立ち、マツタケの生産

は衰退し、さらに、コナラ類の森は、利用されず大きく成長し、大径木化してナラ枯れによる枯損

被害が拡大しやすい環境になっています。 

おりしも森林資源は、“自然エネルギー（再生可能エネルギー）”として注目され、暖房や発電な

どのエネルギーに利用しようとする風潮が広まりつつあります。今後は、森林整備による多面的機

能の維持、地球温暖化対策の観点から、市民参画による森林の整備を進め、それによる間伐材など

の有効利用を推進する必要があります。 

このようなことから本市は、長期的視点に立った森林の保全・活用方針の確立が必要と考え、命

を育む豊かな森と水を未来につなぐため、平成27年4月に森づくりの基本理念、市・森林事業者・

森林所有者等の責務・役割等を示した「篠山市ふるさとの森づくり条例」を制定するとともに、

「篠山市ふるさとの森づくり構想」を策定しました。森づくり構想の中で「温故
お ん こ

知
ち

森
しん

」を基本理念

とし、「木育の推進」、「篠山の木をつかう」、「森の恵みの回復」を基本方針としています。なお、

これらの策定にあたっては、森林・林業関係者はもとより、学識経験者や市民も加わった「森づく

り構想等策定委員会」の意見を取り入れています。 

さらに、御嶽を有する多紀連山県立自然公園のほか、猪名川渓谷県立自然公園内地域は、自然環
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境に優れており、その麓には複数のキャンプ場などの施設や登山道が整備され、市民はもとより京

阪神地域から訪れる観光客も森林浴を味わえます。市内の森林は、ささやまの森公園、丹波篠山渓

谷の森公園、丹波並木道中央公園などとともに、森林レクリエーションの場として活用がなされて

おり、施設管理者とも連携し、今後も一層の利活用を目指し、市内の森林整備を進めることとしま

す。 

 

２ 森林整備の基本方針 

(1)地域の目指すべき森林資源の姿 

本市は、地域の目指すべき森林の姿を「篠山市ふるさとの森づくり構想」において設定して

います。その中で、人工林管理（間伐等）を推進しつつもそのものを最終目的とするのではな

く、市民が森林を資源として利用する生活を取り戻すこと、そのための人材育成、森林に関わ

る文化や仕組みの再構築、そして、人と森とそこに暮らす動物とが安定した持続可能な関係を

築くことを目指しています。 

 

森林の有する機能 森林の望ましい姿 

水源涵（かん）養機

能 

下層植生とともに樹木の根が発達することにより、水を蓄える隙間に富んだ浸

透・保水能力の高い森林土壌を有する森林であって、必要に応じて浸透を促進す

る施設等が整備されている森林。 

山地災害防止機能/

土壌保全機能 

下層植生が生育するための空間が確保され、適度な光が射し込み、下層植生と

ともに樹木の根が深く広く発達し土壌を保持する能力に優れた森林であって、

必要に応じて山地災害を防ぐ施設が整備されている森林。 

快適環境形成機能 樹高が高く枝葉が多く茂っているなど遮蔽能力や汚染物質の吸着能力が高く、

諸被害に対する抵抗性が高い森林。 

保健・レクリエーシ

ョン機能 

身近な自然や自然とのふれあいの場として適切に管理され、多様な樹種等から

なり、住民等に憩いと学びの場を提供している森林であって、必要に応じて保

健・教育活動に適した施設が整備されている森林。 

文化機能 史跡・名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風致を構成している

森林であって､必要に応じて文化活動に適した施設が整備されている森林。 

生物多様性保全機

能 

原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息する森林、陸域・水域にまたが

り特有の生物が生育・生息する渓畔林。 

木材等生産機能 林木の生育に適した土壌を有し、木材として利用する上で良好な樹木により構

成され成長量が高い森林であって､林道等の基盤施設が適切に整備されている森

林。 

 

(2)森林整備の基本的な考え方及び森林施業の推進方策 

森林の整備は、森林が持つ多面的機能を総合的かつ高度に発揮させるため、市内の森林を次

の5つの区域に区分し、それぞれの森林において、特に発揮することが期待されている機能に応

じた適正な森林施業を実施する。 

そして、その適正な森林整備によって、健全な森林資源の維持造成を図るとともに、路網整

備を推進し、もって効率的な森林経営が 

行われるような支援を行います。 

 



- 3 - 

 

5 つの区域 

① 水源の涵（かん）養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下「水源涵（か

ん）養森林」という。） 

②土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林

（以下「山地災害防止／土壌保全森林」という。） 

③快適な環境の形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下「快適環境形成森

林」という。） 

④保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下「保健文化森林」という。） 

⑤木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下「木材生産等森林」とい

う。） 

 

森林の有する機能 森林整備及び保全の基本方針 

水源涵（かん）養機

能 

ダム集水区域や主要な河川の上流に位置する水源地周辺の森林並びに地域の

用水源として重要なため池、湧水地及び渓流等の周辺に存する森林は、水源涵養

機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進することとする。 

具体的には、良質な水の安定供給を確保する観点から、適切な保育・間伐を促

進しつつ、下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とするとともに、伐採に

伴って発生する裸地については、縮小及び分散を図ることとする。また、立地条

件や市民のニーズ等に応じ、天然力も活用した施業を推進することとする。ダム

等の利水施設上流部等において、水源涵（かん）養の機能が十全に発揮されるよ

う、保安林の指定やその適切な管理を推進することを基本とする。 

山地災害防止機能/

土壌保全機能 

山腹崩壊等により人命・人家等施設に被害を及ぼすおそれがある森林など、土

砂の流出、土砂の崩壊の防備その他山地災害の防備を図る必要のある森林は、山

地災害防止機能／土壌保全機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推

進することとする。 

具体的には、災害に強い森林を形成する観点から、地形、地質等の条件を考慮

した上で、林床の裸地化の縮小及び回避を図る施業を推進することとする。また、

立地条件や市民のニーズ等に応じ、天然力も活用した施業を推進することとす

る。集落等に近接する山地災害の発生の危険性が高い地域等において、土砂の流

出防備等の機能が十全に発揮されるよう、保安林の指定やその適切な管理を推進

するとともに、渓岸の侵食防止や山脚の固定等を図る必要がある場合には、谷止

や土留等の施設の設置を推進することを基本とする。 

快適環境形成機能 市民の日常生活に密接な関わりを持つ里山等であって、高速道路周辺の騒音や

粉塵等の影響を緩和する森林及び森林の所在する位置、気象条件等からみて風

害、霧害等の気象災害を防止する効果が高い森林は、快適環境形成機能の維持増

進を図る森林として整備及び保全を推進することとする。 

具体的には、地域の快適な生活環境を保全する観点から、風や騒音等の防備や

大気の浄化のために有効な森林の構成の維持を基本とし、樹種の多様性を増進す

る施業や適切な保育・間伐等を推進することとする。快適な環境の保全のための

保安林の指定やその適切な管理、防風等に重要な役割を果たしている森林の保全

を推進することとする。 

保健・レクリエーシ

ョン機能 

観光的に魅力ある森林、渓谷等の自然景観や植物群落を有する森林、キャンプ

場や森林公園等の施設を伴う森林など、市民の保健・教育的利用等に適した森林
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は、保健・レクリエーション機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推

進することとする。 

具体的には、市民に憩いと学びの場を提供する観点から、立地条件や市民のニ

ーズ等に応じ広葉樹の導入を図るなどの多様な森林整備を推進することとする。

また、保健等のための保安林の指定やその適切な管理を推進することとする。 

文化機能 史跡、名勝等の所在する森林や、これらと一体となり優れた自然景観等を形成

する森林は、潤いある自然景観や歴史的風致を構成する観点から、文化機能の維

持増進を図る森林として整備及び保全を推進することとする。 

具体的には、美的景観の維持・形成に配慮した森林整備を推進することとする。

また、風致のための保安林の指定やその適切な管理を推進することとする。 

生物多様性保全機

能 

全ての森林は多様な生物の生育・生息の場として生物多様性の保全に寄与して

いる。このことを踏まえ、森林生態系の不確実性を踏まえた順応的管理の考え方

に基づき、時間軸を通して適度な攪乱により常に変化しながらも、一定の広がり

においてその土地固有の自然条件・立地条件に適した様々な生育段階や樹種から

構成される森林がバランス良く配置されていることを目指すものとする。 

とりわけ、希少な生物が生育・生息する森林、陸域・水域にまたがり特有の生

物が生育・生息する渓畔林などの属地的に機能の発揮が求められる森林について

は、生物多様性保全機能の維持増進を図る森林として保全することとする。また、

アニマルパスウェイなど野生生物のための回廊の確保にも配慮した適切な保全

を推進することとする。 

木材等生産機能 林木の生育に適した森林で、効率的な森林施業が可能な森林は、木材等生産機

能の維持増進を図る森林として整備を推進することとする。 

具体的には、木材等の林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給する観点から、

森林の健全性を確保し、木材需要に応じた樹種、径級の林木を生育させるための

適切な造林、保育及び間伐等を推進することを基本とする。この場合、施業の集

団化や機械化を通じた効率的な整備を推進することを基本とする。 

 

３ 森林施業の合理化に関する基本方針 

森林の持つ公益的機能の高度発揮を図るため、兵庫県、丹波篠山市、森林所有者、丹波篠山市森

林組合、NPO法人等との連絡を密にし、森林施業の共同化（集約化）、林業担い手の確保、林業機

械化の促進、国産材の流通、加工体制の整備、路網の整備、木材・エネルギー利用等を有機的関連

のもとに計画的、総合的に推進するものとする。 
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Ⅱ 森林の整備に関する事項 
 

第１ 森林の立木の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 

１ 樹種別の立木の標準伐期齢 

加古川地域森林計画に定める立木の標準伐期齢に関する指針に基づき、主要樹種について、平均

成長量が最大となる年齢を基準とし、森林の有する公益的機能、平均伐採齢及び森林の構成を勘案

した標準伐期齢は【表１－１】のとおりである。 

なお、標準伐期齢は、地域を通じた標準的な立木の伐採（主伐）の時期に関する指標として定め

るが、標準伐期齢に達した時点での森林の伐採を促すためのものではない。  

 

表１－１ 樹種別の立木の標準伐期齢 

地域 樹種 

スギ ヒノキ マツ その他針葉樹 広葉樹 

全域 ３５年 ４０年 ４０年 ４５年 １５年 

 

２ 立木の伐採（主伐）の標準的な方法 

伐採あたっては、気候、地形、土壌等の自然条件を踏まえ、森林の有する公益的機能の発揮を確保

するため、伐採の規模、周辺の伐採地との連担等を十分考慮し、伐採区域を複数に分割して一つの区

域で植栽を実施した後に別の区域で伐採したり、帯状又は群状に伐採することにより複層林を造成し

たりするなど、伐採を空間的、時間的に分散させる。   

 また、伐採・搬出に当たっては、地形等の条件に応じて路網と架線を適切に組み合わせる。特に、急

傾斜地その他の地形、地質、土質等の条件が悪く土砂の流出又は林地の崩壊を引き起こすおそれがあ

り、林地の更新又は土地の保全に支障を生じる場所において伐採・搬出する場合には、地表を極力損

傷しないよう、集材路の作設を避け、架線集材によることとする。  

このほか、「主伐時における伐採・搬出指針の制定について」（令和3年3月16日付け2林整第1157号

林野庁長官通知）を踏まえ、現地に適した方法により行うこととする。  

 

(1)皆伐 

皆伐については、主伐のうち択伐以外のものとする。皆伐に当たっては、気候、地形、土壌

等の自然条件及び公益的機能の確保の必要性を踏まえ、適切な伐採区域の形状、１箇所当たり

の伐採面積の規模及び伐採区域のモザイク的配置に配慮し、伐採面積の規模に応じて、少なく

ともおおむね５ｈａごとに保残帯を設け適確な更新を図ることとする。ただし、自然公園法や

丹波篠山市まちづくり条例及び丹波篠山市景観条例などの関係法令を遵守しなければならな

い。 

ア）人工林の場合 

① 人工林の皆伐は、１箇所あたりの伐採面積を適当な規模とするとともに、伐採箇所につ

いても努めて分散を図ることとし、落石等の防止、風害等の各種被害の防止及び風致の維

持等のために必要がある場合には保護樹林帯を積極的に残すなど、気象害の防止や林地

の保全及び公益的機能の発揮に配慮するものとする。 

② 主伐の時期は、樹種ごとの生産目標に対応する径級に達した時期に行うものとし、公益

的機能のより高度な発揮及び多様な木材需要に対応できるよう、地域の森林構成等を踏

まえ、樹種の多様化、施業の長期化を図るよう努めるものとする。 



- 6 - 

 

③ 公益的機能の観点から皆伐等の施業が適切でない育成単層林の箇所については、部分

伐採を促進し郷土樹種や広葉樹による混交林化等、複層林施業の導入を図るものとする。 

④ 主伐の目安は、【表１－２】のとおりとする。 

 

表１－２ 主伐の目安 

樹種 標準的な施業体系 主伐時期の目安 

生産目標 仕立て方法 期待径級 

スギ 一般建築用材 中仕立て 24 ㎝ 40 年 

一般建築用材 中仕立て 30 ㎝ 60 年 

ヒノキ 一般建築用材 中仕立て 24 ㎝ 45 年 

一般建築用材 中仕立て 26 ㎝ 60 年 

マツ 一般材等 中仕立て 20 ㎝ 40 年 

 

イ）天然林の場合 

天然林の皆伐は、植栽が確実に実施されるか、または、地域の既往の林業施業等から判断し

てぼう芽の発生や稚樹の生育が確実に見込まれるため天然更新が確実である林分で実施する

ものとする。 

 

(2)択伐 

択伐については、主伐のうち、伐採区域の森林を構成する立木の一部を伐採する方法であっ

て、単木・帯状又は樹群を単位として伐採区域全体ではおおむね均等な割合で行うものであ

り、材積にかかる伐採率が３０％以下（伐採後の造林が植栽による場合にあっては４０％以

下）の伐採とする。 

択伐に当たっては、森林の有する多面的機能の維持増進が図られる適正な林分構造となるよ

う一定の立木材積を維持するものとし、適切な伐採率によることとする。 

ア）人工林の場合 

① 単木択伐による場合は、森林生産力の増進が図られる適正な林分構造に誘導するよう適

切な伐採率、繰り返し期間により行うものとする。 

② 群状択伐、帯状択伐による場合は、適切な伐採区域の形状、伐採面積の規模、伐採箇所の

分散等に配慮して行うものとする。 

 また、単層林から複層林化を進める場合は、強度の間伐や主伐として択伐を実施してい

く。 

イ）天然林の場合 

人為と天然力の適切な組み合わせにより複数の樹冠層を構成する森林に確実に誘導する観

点から、気候、地形、土壌等の自然的条件を踏まえ、森林を構成している樹種、林分構造等を

勘案し、稚樹や母樹の保存、優良なぼう芽を発生させることに配慮し、伐採を行うものとする。 

 

３ その他必要な事項 

林地の保全、落石等の防止、風害等の被害の防止及び風致の維持等のために必要がある場合は、所用

の保護樹林帯を設置することとする。 
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第２ 造林に関する事項 

１ 人工造林に関する事項 

  人工造林については、植栽によらなければ適確な更新が困難な森林や公益的機能の発揮の必要性から

植栽を行うことが適当である森林のほか、木材等生産機能の発揮が期待され、将来にわたり育成単層林と

して維持する森林においいて行うことする。 

(1)人工造林の対象樹種 

ア）人工造林の対象樹種 

人工造林の対象樹種は、【表２－１】に示すとおりであり、植栽に係る樹種については、

スギは沢沿いから斜面下部（南斜面の乾燥した土壌を除く。）、ヒノキは斜面中から上部

を基本として選定するものとする。また、人家裏など場所の条件によっては表２－１の備

考欄のとおりとする。 

なお、定められた樹種以外の樹種を植栽しようとする場合は、林業普及指導員又は本市

林務担当部局と相談の上、適切な樹種を選択するものとする。 

 

表２－１ 人工造林の対象樹種 

区分 人工造林の対象樹種 

樹種名 スギ、ヒノキ、アカマツ、クロマツ、クリ・ナラ類、シイ・カシ類、ブナ、

ホオノキ、ケヤキ、カエデ類、サクラ類の他、県内に自生し高木性の樹種を

対象とする。 

備考 中低木（ツツジ類など）の植栽も可能とする 

 

(2)人工造林の標準的な方法 

ア）人工造林の樹種別及び仕立ての方法別の植栽本数 

植栽本数は、【表２－２】に示す本数を標準として決定する。なお、定められた標準的な

植栽本数の範囲を超えて植栽しようとする場合、または、コンテナ苗等を導入する場合に

は、林業普及指導員又は、本市林務担当課とも相談の上、適切な植栽本数を決定するもの

とする。また、標準的な地拵えの方法、植え付けの方法、植栽の期間は、【表２－３】を基

準として行うものとする。 

表２－２ 人工造林の樹種別及び仕立ての別の植栽本数 

樹種 仕立ての方法 標準的な植栽本数（本／ha） 備考 

スギ 中仕立て ３，５００  

ヒノキ 中仕立て ３，５００  

マツ 中仕立て ４，０００  

 

表２－３ その他人工造林の標準的な方法等 

区分 標準的な方法 

地ごしらえの方法 

 等高線沿いに堆積する全刈筋積を原則とする。なお、急傾斜地帯の

崩壊の危険性のある箇所や防風効果を利用して植栽木を寒風から保護

したい箇所等については、等高線沿いの筋状地拵えを行い林地の保全

に努めるものとする。 
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植付けの方法 

 全刈地拵えの場合は正方形植えを原則とし、筋状地拵えの場合は等

高線に沿って、できるだけ筋を通して植え付けるものとする。植え付

け方は丁寧とする。 

植栽の期間 
 ２～３月中旬までに行うことを原則とし、秋植えする場合は、苗木

の根の成長が鈍化した時期に行うものとする。 

 

イ）その他の人工造林の方法 

人工造林は、表２－３に示す方法を基準として行うものとする。また、コンテナ苗の活

用や伐採と造林の一貫作業システムの導入に努めることとする。 

(3)伐採跡地の人工造林をすべき期間 

森林の有する公益的機能の維持及び早期回復並びに森林資源の造成のため、伐採跡地の人工

造林をすべき期間は、伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して、皆伐の場合

は２年、択伐の場合は５年とする。 

 

２ 天然更新に関する事項 

天然更新については、気候、地形、土壌等の自然条件、林業技術体系等からみて、主として天然

力の活用により適確な更新が図られる森林において行うこととする。  

また、以下に示す内容により、森林の確実な更新を図るものとする。  

(1)天然更新の対象樹種 

加古川地域森林計画で定める天然更新の対象樹種に関する指針に基づき対象森林に関する自

然条件、周辺環境等を勘案し、天然更新の対象樹種（後継樹として更新の対象とする高木性の

樹種。以下同じ。）を定めるものとする。 

具体的な天然更新の対象樹種は、【表２－３－１】に示すものとする。 

 

表２－３－１ 天然更新の対象樹種 

天然更新の対象樹種 
ぼう芽による更新

が可能な樹種 

スギ、ヒノキ、アカマツ、クロマツ、クリ・ナラ類、シイ・カシ類、

ブナ、カエデ類、サクラ類、ホオノキ、ケヤキ、ミズメ、ヌルデ、

タラノキ、シロダモ、リョウブ、ヤマウルシ、ヤマハゼ、ネズミモ

チ、ヤブニッケイ、ヤブツバキ、タブノキ、クスノキ、ヤマモモ等、

その他県内に自生し高木性の樹種を対象とする。 

左記のうちスギ、ヒ

ノキ、アカマツ、クロ

マツを除いたものと

する。 

 

(2)天然更新の標準的な方法 

ア）天然更新の対象樹種の期待成立本数 

天然更新をすべき立木の本数は、概ね3,000本／ｈａ（ただし、周辺の植生の草丈に一定

程度の余裕高を加えた樹高以上のものに限る｡）とする。 

なお、ここで更新すべき立木の本数は、【表２－４－１】で示す期待成立本数であるha

当たり10,000本に10分の3（立木度）を乗じたものとする。 

また、天然更新補助作業の標準的な方法は、【表２－４－２】に示す方法を基準として

行うものとする。 
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表２－４－１ 天然更新の対象樹種の期待成立本数 

樹種 期待成立本数 

スギ、ヒノキ、アカマツ、クロマツ、クリ・ナラ類、シイ・カシ類、ブナ、

ホオノキ、ケヤキ、ミズメ、ヌルデ、タラノキ、シロダモ、リョウブ、ヤ

マウルシ、ヤマハゼ、ネズミモチ、ヤブニッケイ、ヤブツバキ、タブノキ、

クスノキ、ヤマモモ等、その他県内に自生し高木性の樹種 

10,000本／ha 

 

イ） 天然更新補助作業の標準的な方法 

天然更新補助作業の標準的な方法は、【表２－４－２】に示す方法を基準として行うも

のとする。 

 

表２－４－２ 天然更新補助作業の標準的な方法 

区分 標準的な方法 

地表処理 

ササや枝条等の粗腐植の堆積等により、天然下種更新が阻害されている

箇所については、かき起こし、枝条整理等の地表処理を行い種子の定着及

び発育の促進を図るものとする。 

刈り出し 
天然稚樹の生育がササなどの下層植生により阻害されている箇所つい

ては、稚幼樹の周囲を刈り払い、稚幼樹の成長の促進を図るものとする。 

植え込み 
天然下種更新及び萌芽更新の不十分な箇所については、経営目標等に適

した樹種を選定して植え込みを行うものとする。 

芽かき 

萌芽更新を行った箇所において、目的樹種の発生状況により必要に応じ

て優良芽を１株当たり２～３本残すものとし、それ以外は掻き取ることと

する。 

 

ウ）その他天然更新の方法 

伐採跡地の天然更新をすべき期間以内に伐採跡地の天然更新の状況を確認し、天然更新

をすべき立木の本数に満たず天然更新が困難であると判断される場合には天然更新補助作

業又は人工造林により確実に更新を図ることとする。 

 

(3)伐採跡地の天然更新をすべき期間 

伐採跡地の天然更新をすべき期間は、伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算

して伐採後５年以内とする。ただし、自然条件や周辺環境によっては、森林の有する公益的機

能の維持を発揮するため、早期回復を図ることとする。 

 

３ 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林の基準及び所在 

加古川地域森林計画に定める植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に関する指針に基づ

き、天然更新が期待できない森林について、主伐後の適確な更新を確保することとして、ぼう芽更

新に適した立木や天然下種更新に必要な母樹の賦存状況、天然更新に必要な稚幼樹の生育状況、林

床や地表の状況、病虫獣害などの被害の発生状況、当該森林及び近隣の森林における主伐箇所の天

然更新の状況その他の自然条件及び森林の早期回復に対する社会的要請等を勘案して【表２－５】

の通り定める。 
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表２-５ 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林 

森林の区域 備考 

市内全域 

現況が針葉樹人工林であり、母樹となり
得る高木性の広葉樹林が更新対象地の斜
面上方や周囲 100m 以内に存在せず、林
床にも更新樹種が存在しない森林を基本
とする。ただし、上記以外の天然更新が確
実な地域を除く。 

 

４ 森林法第 10 条の 9 第 4 項の規定に基づく伐採の中止又は造林をすべき旨の命令の基準 

森林法第 10 条の 9 第 4 項の規定に基づく伐採の中止又は造林をすべき旨の命令の基準については、

次のとおり定める。 

(1)造林の対象樹種 

ア）人工造林の場合 

1 の(1)による。 

イ）天然更新の場合 

2 の(1)による。 

(2) 生育し得る最大の立木の本数 

１０，０００本／ｈａとする（表２－４－１と同じ）。 

 

５ その他必要な事項 

シカの食害など野生動物による被害が想定される箇所については、野生動物防護柵を設置す

るなど適切な獣害対策を行うことにより、確実な更新が図られるようにするものとする。また、

対策によっても適切な更新が困難であると想定される森林は、皆伐を避け択伐等を行うことによ

り森林の公益的機能が維持されるよう努めることとする。 

 

第３ 間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法その他間伐及び保育の基準 

間伐及び保育は、これまで造成されてきた人工林を健全な状態に維持していく上で必要不可欠な

作業である。間伐及び保育作業が適切な時期及び方法で実施されるよう、計画的かつ積極的に推進

することとする。 

 

１ 間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法 

間伐は、材積に係る伐採率が35％以下であり、かつ、伐採年度の翌年度の初日から起算しておお

むね５年後においてその森林の樹冠疎密度が１０分の８以上に回復することが確実であると認めら

れる範囲内で行うものとし、【表３－１】に示す内容を標準として、過度の競争関係を緩和するこ

とを旨として、森林の立木の成長度合い等を勘案し、適正な時期、方法により実施するものとす

る。 

 

表３－１ 間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法 

樹
種 

施業体系 植
栽
本

数 

間伐を実施すべ

き標準的な林齢

（年） 

間伐の方法 
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仕立

方法 

生産目標 １
回
目 

２
回
目 

３
回
目 

４
回
目 

材積間

伐率 

選木基準 

ス
ギ 

中仕

立て 

中径材 

伐期 

40年 

3,500 15 20 25 30 おおむね

20～30％ 

間伐率は枯損や除伐で2,900

本（40年生伐期）、2,600本

（60年生伐期）成立状態から

間伐を開始するものと仮定し

算出した。 

初回は形質不良木から順に

選木することとするが、不良

木のみでなく満遍なく間伐を

行うものとする。 

２回目以降は、主伐時まで

残存すべき優れた形質の木を

選択し、それ以外の木を適正

な間隔をおいて選木する。 

中径材 

伐期 

60年 

18 25 31 40 

ヒ
ノ
キ 

中仕

立て 

柱材 

伐期 

45年 

3,500 22 30 37 － おおむね

20～30％ 

間伐率は枯損や除伐で2400

本成立状態から間伐を開始す

るものと仮定し算出した。初

回は形質不良木から順に選木

することとするが、不良木の

みでなく満遍なく間伐を行う

ものとする。 

２回目以降は、主伐時まで

残存すべき優れた形質の木を

選択し、それ以外の木を適正

な間隔をおいて選木する。 

中径材 

伐期 

60年 

22 30 37 45 

※なお、森林経営計画の対象森林にあっては、標準伐期未満の平均的な間伐の実施間隔は、１０年

ごととし、また、標準伐期以上の平均的な間伐の実施間隔は、１５年ごととする。 

 

２ 保育の種類別の標準的な方法 

保育は、【表３－２】に示す内容を標準として、当該森林の植生状況、立木の成長度合い等を勘

案し、適正に実施するものとする。 
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表３－２ 保育の種類別の標準的な方法 

種
類 

樹
種 

実施すべき標準的な林齢及び回数 保育の方法 

林齢 1    5    10     15    20 

下 

刈 

ス
ギ 

  ①-----------⑧ 

       5～8回 

   

植栽木が下草より抜け出るま

で行う。実施時期は造林木の生

長が最盛期となる直前とし、６

～８月頃を目安とする。 ヒ
ノ
キ 

  ①---------------⑩ 

       5～10回 

  

つ
る
切
り 

ス
ギ 

  ①-----------⑧ 

       1～2回 

   

下刈り終了後、つるの繁茂の

状況に応じて行う。 

実施時期は、６～７月頃を目

安とする。 ヒ
ノ
キ 

  ①---------------⑩ 

       1～2回 

  

除
伐 

ス
ギ 

     ⑧ 

  1回 

 

   

下刈り終了後、林冠が閉鎖し

た時期に、造林木の生長を阻害

したり、阻害が予想される侵入

木や形成不良木を除去したりす

る。実施時期は、8～10月頃を

目安とする。 

ヒ
ノ
キ 

        ⑩--------⑮ 

           2回 

 

枝
打
ち 

ス
ギ 

    ⑧---------------⑯ 

3回（打ち上げ4m ） 

 

林冠が閉鎖し、林木相互間に

競争が生じ始めた頃から、病害

虫の発生予防・材の完満度を高

めるために行う。実施時期は樹

木の生長休止期とする。 

ヒ
ノ
キ 

       ⑩--------------⑱ 

4回（打ち上げ6m ） 

 

 

３ その他間伐及び保育の基準 

標準的な植栽本数の範囲を超えて植栽した場合や、局所的な森林の生育状況の差違等を踏まえ、

必要に応じて、上記の「標準的な方法」に従って間伐又は保育を行ったのでは十分に目的を達する

ことができないと見込まれる森林について、林業普及指導員又は本市林務担当課と相談の上、植栽

本数や当該差異等に応じた間伐又は保育の方法を決定するものとする。 

 

４ その他必要な事項 

市は、森林法第10条の10第2項に基づき、間伐又は保育が適正に実施されていない森林であって

これらを早急に実施する必要のある森林（以下「要間伐森林」という｡）について、当該森林所有

者に対して、要間伐森林である旨並びに当該要間伐森林について実施すべき間伐又は保育の方法及

び時期を通知するものとする。 

 

第４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 

１ 公益的機能別施業森林の区域及び当該区域内における施業の方法 

 

(1)水源の涵（かん）養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林 
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ア）区域の設定 

水源かん養保安林や干害防備保安林、ダム集水区域や主要な河川の上流に位置する水源

地周辺の森林、地域の用水源として重要なため池、湧水地、渓流等の周辺に存する森林、

水源涵（かん）養機能が高い森林など水源の涵（かん）養の機能の維持増進を図るための

森林施業を推進すべき森林を【別表】により定めるものとする。 

イ）施業の方法 

施業の方法として、下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とし、伐期の間隔の拡

大を図ることとする。また、以下の伐期齢の下限に従った森林施業を推進すべき森林の区

域を【別表】に定めるものとする。 

 

表４－１ 森林の伐期齢の下限 

地 域 樹種 

スギ ヒノキ マツ その他針葉樹 広葉樹 

全 域 ４５年 ５０年 ５０年 ５５年 ２５年 

 

（2）土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能、快適な環境の形成の機能又は保健文化機能の維持

増進を図るための森林施業を推進すべき森林 

ア）区域の設定 

次の①から③までに掲げる森林の区域を【別表】に定めるものとする。 

①山地災害防止／土壌保全森林 

土砂崩壊防備保安林、土砂流出防備保安林、なだれ防止保安林、落石防止保安林や、砂防

指定地周辺、山地災害危険地区等や山地災害の発生により人命・人家等施設への被害のおそ

れがある森林、山地災害防止機能／土壌保全機能が高い森林等（例えば、人家等の隣接地） 

②快適環境形成森林 

飛砂防備保安林、潮害防備保安林、風害防備保安林、雪害防備保安林、霧害防備保安林、

防火保安林や、国民の日常生活に密接な関わりを持ち塵等の影響を緩和する森林、風害、霧

害等の気象災害を防止する効果が高い森林、快適環境形成機能が高い森林等（例えば、集落

や農地の周縁部） 

③保健文化森林 

保健保安林、風致保安林、都市緑地法に規定する緑地保全地域及び特別緑地保全地区、都

市計画法に規定する風致地区、文化財保護法に規定する史跡名勝天然記念物に係る森林、キ

ャンプ場・森林公園等の施設を伴う森林などの国民の保健・教育的利用等に適した森林、史

跡等と一体となり優れた自然景観等を形成する森林、特に生物多様性の保全が求められる森

林、保健・レクリエーション、文化、生物多様性保全機能が高い森林等（例えば、森林公園・

史跡等の周辺、希少動植物の生息地） 

イ）施業の方法 

施業の方法として、ア）の①に掲げる森林においては、地形・地質等の条件を考慮した

上で伐採に伴って発生する裸地化の縮小並びに回避を図るとともに天然力も活用した施業

を、アの②に掲げる森林においては、風や騒音等の防備や大気の浄化のために有効な森林
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の構成の維持を図るための施業を、ア）の③に掲げる森林においては、憩いと学びの場を

提供する観点からの広葉樹の導入を図る施業や美的景観の維持・形成に配慮した施業を、

特に地域独自の景観等が求められる森林において、風致の優れた森林の維持又は造成のた

めに特定の樹種の広葉樹（以下「特定広葉樹」という。）を育成する森林施業を行うことが

必要な場合には、当該森林施業をそれぞれ推進する。 

また、ア）の①から③までに掲げる森林については、原則として複層林施業を推進すべ

き森林として定め、複層林施業によっては公益的機能の維持増進を特に図ることができな

いと認められる森林については択伐による複層林施業を推進すべき森林として定める。 

 ただし、適切な伐区の形状・配置等により、伐採後の林分においてこれらの機能の確

保ができる森林は、長伐期施業を推進すべき森林として定めるものとし、主伐を行う伐期

齢の下限について、樹種別、地域別に標準伐期齢のおおむね２倍以上とするとともに、伐

採に伴って発生する裸地の縮小及び分散を図る。 

 

アの①から③までに掲げる森林の区域のうち、公益的機能の維持増進を図るため、以下

の伐期齢の下限に従った森林施業その他の森林施業を推進すべきものを当該推進すべき施

業の方法ごとに【別表】に定めるものとする。 

 

表４－２ 長伐期施業を推進すべき森林の伐期齢の下限 

地 域 樹種 

スギ ヒノキ マツ その他針葉樹 広葉樹 

全 域 ５６年 ６４年 ６４年 ７２年 ２４年 

 

２ 木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域及び当該区域内における

施業の方法 

(1)区域の設定 

林木の生育に適した森林、林道等の開設状況等から効率的な施業が可能な森林、木材等生産

機能が高い森林で、自然条件等から一体として森林施業を行うことが適当と認められる森林な

ど木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域を【別表】に定め

るものとする。 

(2)施業の方法 

施業の方法として、木材等林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給するため、生産目標に

応じた主伐の時期及び方法を定めるとともに、植栽による確実な更新、保育、間伐等を推進す

ることを基本とし、森林施業の集約化、路網整備や機械化等を通じた効率的な森林整備を推進

する。また、特に効率的な施業が可能な森林の区域のうち、人工林については、原則として、

皆伐後には植栽による更新を行うこととする。ただし、天然下種更新やぼう芽更新を計画する

場合するはこの限りでない。 

 

３ その他必要な事項 

１及び２のほか、必要に応じて、１に示す公益的機能別施業森林以外の森林で設定する公益的機

能別施業森林の整備等について必要な事項は次のとおりとする。 

(1)施業実施協定の締結の促進方法 
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該当する森林において行う間伐又は保育その他の森林施業の共同化及びそのために必要な施

設の整備を行う。 

(2)その他 

篠山産木材利用のため、「篠山市公共建築物等における木材の利用促進に関する基本方針」、

「篠山市ふるさとの森づくり構想」を策定し、公共施設の木造・木質化やペレットストーブ等

バイオマス利用施設の整備をすすめ、また、住宅での木材利用を支援する。 

 

第５ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進に関する事項 

１ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大に関する方針 

本市における森林所有者の状況、森林施業の実施状況、森林組合等林業事業体への施業の委託状

況等を踏まえ、森林経営計画制度を活用し、森林経営の森林組合等への委託を促進して、森林施業

の集約化を図り、不在村森林所有者が多い地域にあっては、当該所有者に対する普及啓発活動を強

化し、適正な森林施業の確保による森林の整備に努めるものとする。森林所有者に対して施業の具

体的な内容や収支見込み等を示す「森林施業プランナー」の育成を図り、提案型による集約化施業

の推進を図る。 

 

２ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大を促進するための方策 

市は、県と連携し、森林所有者（不在村を含む）等への長期施業受委託等、森林経営の委託を働

きかけ、森林の経営の受託等を担う林業事業体等の育成、施業の集約化に取り組む者に対する森林

の経営の受託等に必要な情報の提供、助言及びあっせん、地域住民が当該地域の森林の維持管理に

ついて話し合う協議会（地域協議会）の開催等により、計画的な森林施業及び経営の受託を図るこ

ととする。 

 

３ 森林の経営の受託等を実施する上で留意すべき事項 

長期施業受委託等森林経営の受託の方法については、関係者間で錯誤が無いよう同意のうえ行う

こととする。また、立木の育成権の委任の程度や金銭に係る事項等、書面により契約内容について

関係者間で確認を行うこととする。 

 

４ 森林経営管理制度の活用に関する事項 

 ア 森林経営管理制度の活用方法 

森林所有者が自ら森林組合等に施業の委託を行うなどにより森林の経営管理を実行することができな

い場合には、森林経営管理制度の活用を図り、森林所有者から経営管理権を取得した上で、林業経営に適

した森林については意欲と能力のある林業経営者に経営管理実施権を設定するとともに、経営管理実施

権の設定が困難な森林及び当該権利を設定するまでの間の森林については、森林環境譲与税を活用しつ

つ、市町村森林経営管理事業を実施することにより、適切な森林の経営管理を推進する。 

イ 森林経営管理制度の留意事項 

経営管理権集積計画又は経営管理実施配分計画の作成に当たっては、本計画に定められた公益的機能

別施業森林や木材の生産機能維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林等における施業の方法と

の整合性に留意する。 

 

（２）対象地選定に関する事項 

ア 対象地の選定 

本計画で定める森林のうち所有者境界の明確な森林を優先させて、経営管理意向調査、森林現況調査、
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経営管理集積計画の作成等の作業を進めることとし、経営管理実施権が設定された森林については、森林

経営計画の作成を推進するものとする。 

イ 対象地選定における留意事項 

経営管理権を設定した森林について、林地生産力や路網整備の状況、木材の供給先の配置等から効率的

かつ安定的な経営管理が行われると考えられる森林は、積極的に経営管理実施権の対象とするとともに、

条件不利地については、市町村森林経営管理事業による森林整備を進めることとする。 

なお、傾斜や林地生産力の条件が比較的不利であっても周辺の森林と一体的な整備をすることが適当

な森林は、経営管理実施権の対象として取り扱うものとする。 

 

５ その他必要な事項 

該当なし 

 

第６ 森林施業の共同化の促進に関する事項 

１ 森林施業の共同化の促進に関する方針  

本市では、森林組合等が森林施業を集団的、計画的に受託し、施業の共同化を実施してきている

が、今後も小規模森林所有者や不在村森林所有者等の森林における適正な森林施業を実施するた

め、市、森林組合、森林所有者等地域ぐるみで推進体制を整備し、森林施業の共同化を促進する。  

 

２ 施業実施協定の締結その他森林施業の共同化の促進方策 

森林施業を効率的に実施するためには、施業の共同化を図り集団的な作業量を確保し、作業路等

基盤整備、高性能機械の導入を促進して経費の軽減を図り、合理的な林業経営を推進する必要があ

る。 

そのため、施業実施協定の締結を促進する等、造林・保育及び間伐等の森林施業を森林組合等に

委託することにより、計画的な森林施業を図ることとする。  

 

３ 共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項 

(1)共同で森林施業を行う者（以下「共同施業者」という。）は、全員により各年度の当初等に年次別の詳

細な実施計画を作成して、代表者等による実施管理を行うこととし、間伐を中心として施業は可能な限

り共同で行い、場合によっては森林組合等への委託により実施する。 

(2)作業路網その他の施設の維持運営は、共同施業者により実施する。 

(3)共同施業者の一人が、施業等の共同化につき遵守しないことにより、その者が他の共同施業者に不利

益を被らせることがないよう、予め個々の共同施業者が果たすべき責務等を明らかにする。 

(4) 共同施業者の合意の下、施業実施協定の締結に努める。 

 

４ その他必要な事項 

該当なし 

 

第７ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項 

１ 効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準及び作業システムに関する事項 

加古川地域森林計画を踏まえ、効率的な森林施業を推進するための林地の傾斜区分や搬出方

法に応じた路網密度の水準について【表５】に記載する。 
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表５ 効率的な森林施業を推進するための林地の傾斜区分や搬出方法に 

応じた路網密度の水準 

区分 作業システム 路網密度 （m/ha) 

基幹路網 細部路網 合計 

緩傾斜地 
（ 0°～15°） 

車両系 
作業システム 

３５以上 ６５以上 １００以上 

中傾斜地 
（15°～30°） 

車両系 
作業システム 

２５以上 ５０以上 ７５以上 

架線系 
作業システム 

２５以上 ０以上 ２５以上 

急傾斜地 
（30°～35°） 

車両系 
作業システム 

１５以上 ４５以上 ６０以上 

架線系 
作業システム 

１５以上 ０以上 １５以上 

急峻地 
（35°～    ） 

架線系 
作業システム 

５以上 － ５以上 

※路網密度の水準は、木材搬出予定箇所に適用し、尾根、渓流、天然林等の除地には適用しない。 

※基幹路網とは、林道や基幹作業道のように大型の車両が通行できる路網をいう。また、細部路

網とは、フォワーダや林内作業車などが通行できる路網をいう。 

 

２ 路網の整備と併せて効率的な森林施業を推進する区域に関する事項 

作業路網等の整備と併せて効率的な森林施業を推進する区域（路網整備等推進区域）は、地

形、地質、森林の有する機能等を踏まえ定めるものとし、その区域は【別図】のとおりとする。 

 

３ 作業路網の整備に関する事項 

(1)基幹路網に関する事項 

① 基幹路網の作設に係る留意点 

基幹路網を整備しようとする者は、安全の確保、土壌の保全等を図るため、適切な規格・構

造の路網の整備を図る観点等から、林道規程（昭和48年４月１日48林野道第107号林野庁長官通

知）又は林業専用道作設指針（平成22年９月４日22林整整第602号林野庁長官通知)を基本とし

て県が定める林業専用道作設指針に則り開設する。 

 ② 基幹路網の整備計画 

   基幹路網の開設に当たっては、自然条件や社会的条件が良好であり、将来にわたり育成

単層林として維持する森林を主体に整備を加速化させるなど、森林施業の優先順位に応

じた整備を行うこととする。 

 表６ 基幹路網の整備計画箇所 

開設/

拡張 

種類 区分 位置 

(林班) 

路線名 延長(m)

及 び 箇

所数 

利用区

域面積

(ha) 

前半 5 ヵ

年の計画

箇所 

対図 

番号 

備

考 

開設 自動車道 林業専用道 412 ｳ 町之田線 300 3   
◇1  

  

開設 自動車道 林業専用道 437 ｲ 南矢代線 300 5   
◇2  
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③ 基幹路網の維持管理に関する事項 

「森林環境保全整備事業実施要領」（平成14年３月29日付け13林整整第885号林野庁長官通知）、

「民有林林道台帳について」（平成８年５月16日付け８林野基第158号林野庁長官通知）等に基

づき、管理者を定め、台帳を作成して適切に管理する。 

 

(2)細部路網の整備に関する事項 

① 細部路網の作設に係る留意点 

細部路網を整備しようとする者は、継続的な使用に供する森林作業道の開設について、基

幹路網との関連の考え方や丈夫で簡易な規格・構造の路網を整備する観点等から、森林作業

道作設指針（平成 22年 11月 17 日林整整第 656号林野庁長官通知）を基本として、県が定め

る森林作業道作設指針に則り開設する。 

   ② 細部路網の維持管理に関する事項 

森林作業道作設指針等に基づき、森林作業道が継続的に利用できるよう適正に管理する。 

 

４ その他必要な事項 

該当なし 

 

第８ その他必要な事項 

１ 林業に従事する者の養成及び確保に関する事項 

(1)林業に従事する者の養成及び確保の方向 

林業従事者の養成、確保を進めていくには、市、森林組合及び林業事業体の連携を密にし

て、市全体で、安定的な事業量の確保に努めるとともに、広域就労を行い、組織、経営基盤

の強化を図っていく。 

また、市、森林組合及び林業事業体の連携を密にして、広域就労の場の提供による長期の

安定雇用、社会保障の充実、福利厚生面の充実等により、労働条件の改善に努め林業従事者

の養成、確保を図る。 

(2)林業労働者，林業後継者の養成方策 

ア）林業労働者の育成 

市、森林組合及び林業事業体の連携を密にして、森林組合及び林業事業体の各種事業の

受委託の拡大を図りつつ、労務班員の労働安全の確保、各種社会保険への加入等就労条件

の改善に努めるとともに、林業従事者に対し技術研修会、林業講習会等を開催し、林業技

術の向上や各種資格を取得するための条件整備を行うこととする。 

また、市、森林組合及び林業事業体が一体となって、森林所有者や地域住民等を対象に

行う林業に関する理解を深めてもらえる取り組みを通じて、森林・林業の社会的意義や役

割、魅力等について積極的に紹介して行くこととする。 

イ）林業後継者等の育成 

市、森林組合及び林業事業体が一体となって、各種林業補助施策の導入について検討す

ることにより、林業の活性化と林業従事者の生活環境の整備を図るとともに、森林組合、

生産森林組合、林研グループ、林業者等を対象とし、各種講習会や先進地視察等を実施し、

林業経営先進技術等の普及・調査・研究、情報交流の活動を行い、林業の普及啓発及び後

継者の育成に今後も努めることとする。また、将来を担う子どもに対し、森林学習体験や



- 19 - 

 

木育に関するふるさと学習等を通して、林業への理解を深めていくものとする。 

 

ウ）農家林家の復活 

水田や水路、畦畔、ため池のほか、森林や里山林といった農村地域の環境は、歴史的に、

農家により維持管理されてきました。このようにかつて農家は自然の管理者として存在し

ていました。しかし、近年、高度経済成長による生活様式の変化と木材価格の低下から、

森林所有者の森林の価値観が低下し、森林の管理が行われなくなりました。 

しかし、森林の公益的機能の維持のため、再び森林の整備の機運を高め、農家林家の復

活のための「木の駅」プロジェクト等新たな取り組みを行い、地域の活性化、森林資源の

循環利用等を推進するものとする。 

 

(3)林業事業体の体質強化方策 

本市の林業の担い手である森林組合及び林業事業体においては、施業の共同化や施業実

施協定の締結、施業委託希望者への斡旋など関係組織が一体となり、安定的事業量の確保

に努めるほか、施業集約化により事業量の拡大を図ることとする。また、就労の安定化、

近代化という観点から、労務班員の労働安全の確保、月給制等就労条件の整備を図り、雇

用の通年化に努めることとする。 

 

２ 森林施業の合理化を図るために必要な機械の導入の促進に関する事項 

(1)林業機械の導入の促進方向 

本市にある人工林資源は徐々に成熟期を迎えつつあるが、林業就労者の減少及び高齢化な

どから、生産性の向上、労働強度の軽減及び生産コストの低減を図るために、機械化の促進

が必要となってきている。 

林業機械の導入にあたり、人力作業、及び手持ち機械を中心とした作業体系から、地形傾

斜や路網密度等に対応した高性能機械の導入を目指すものとする。それに併せて機械オペレ

ーターの養成や安全作業の徹底を目指した研修会等への積極的な参加を促すものとする。 

 

(2)高性能機械を主体とする林業機械の導入目標 

(1)を踏まえ、高性能機械を主体とする林業機械の導入目標は、下表【表７】のとおりとす

る。 

 

表７ 高性能林業機械を主体とする林業機械の導入目標 

作業の種類 現状（参考） 将来 

緩傾斜地 伐倒 

造材 

集材 

・チェーンソー 

・チェーンソー 

・集材機、林内作業

車 

・チェーンソー、ハーベスタ 

・プロセッサ 

・フォワーダ、グラップル（スーパーロ

ングリーチグラップル、ウインチ付き

グラップルを含む） 

急傾斜地 伐倒 

造材 

集材 

・チェーンソー 

・チェーンソー 

・集材機 

・チェーンソー 

・プロセッサ 

・スィングヤーダ、タワーヤーダ 

造林保育等 地拵え ・チェーンソー ・チェーンソー 
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下刈り ・刈払機 ・刈払機 

(3)林業機械化の推進方策 

林業機械の促進にあっては、市、森林組合及び林業事業体が一体となって、施業集約化に

より事業量の安定的確保に努めるほか、高性能林業機械と作業路網を組み合わせた、効率的

な作業システムの開発を進めることとし、オペレーターの養成については、県の実施する研

修会等への積極的参加を推進することとする。 

また、これと併せて、林業機械の導入及び効率的な利用の確保のため、市、森林組合及び

林業事業体が一体となって、施業の集約化による事業量の拡大及び確保に取り組むものとす

るほか、林業機械の導入に不可欠な林道、林業専用道、作業道による林内路網の整備を積極

的に推進するものとする。 

 

３ 林産物の利用の促進のために必要な施設の整備に関する事項 

木材の流通に対する施策としては、市内の齢級配置から考えて、間伐を中心にその計画的実行を

図り、間伐材の商品化及び需要開発を検討し有効利用を目指す。  

今後の取り組みについては、生産者組織の育成および品質の向上を図り、地域ぐるみで、産地形

成並びに集出荷体制の整備を推進し、生産振興を図ることとする。  

木材の流通、加工、販売施設等の整備計画及び特用林産物の生産、流通、加工、販売施設の整備

計画については下表【表８】による。 

 

表８ 林産物の生産（特用林産物）・流通・加工・販売施設等の整備計画 

施設の種類 現状（参考） 計画 備

考 位置 規模 対図

番号 

位置 規模 対図

番号 

特用林産物生産施設 殿町  
△1  

    

〃 川原  
△2  

    

栗園 遠方 2.5ha 
△3  

    

しいたけ栽培施設 石住 250,000個 
△4  

    

〃 東浜谷 100本 
△5  

    

栗植栽 住山 13,200㎡ 
△6  

    

バイオマス製造施設 垣屋 6.0トン △7      

バイオマス利用施設 

（ペレットストーブ） 

北新町 

 〃 

日置 

福住 

15トン △8  

△9  

△10  

△11  
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宮田 

網掛 

今田町今

田新田 

畑宮 

△12  

△13  

△14  

△15  

 

 

 

 

 

草ノ上 

 

 

 

 

 

1.5トン 

 

 

 

 

△15  

バイオマス施設 

（ペレットボイラー） 

今田町今

田新田 

200KW △16      
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Ⅲ 森林の保護に関する事項 

 
第１ 鳥獣害の防止に関する事項 

１ 鳥獣害防止森林区域及び当該区域内における鳥獣害の防止の方法 

(1)区域の設定 

対象鳥獣はシカとし、鳥獣害防止森林区域を【別表】に定めるものとする。なお、区域は林

班を単位とする。 

(2)鳥獣害防止の方法 

鳥獣害防止対策については、市は「篠山市鳥獣被害防止計画」を策定し、農林業被害防止の

ため、猟友会と協力して銃やわなを使用した捕獲に積極的に取り組んでいき、引き続きわなを

森林内に設置して、下層植生の保護のための捕獲を行なうとともに、植栽木の保護措置として

防護柵の設置又は維持管理、幼齢木保護具の設置なども推進する。 

 

２ その他必要な事項 

  鳥獣害の防止の方法の実施状況を確認する方法については、植栽木の保護措置の実施箇所へ

の調査・巡回等に努めるものとする。鳥獣害の防止の方法が実施されていない場合には森林所

有者等に対する助言・指導を通じて鳥獣害の防止を図る。 

  また、市は必要に応じて各種会議での情報交換、区域内で森林施業を行う林業事業体や森林

所有者からの情報収集等を行うものとする。 

 

第２ 森林病害虫の駆除及び予防、火災の予防その他森林の保護に関する事項 

１ 森林病害虫等の駆除及び予防の方法 

(1)森林病害虫等の駆除及び予防の方針及び方法 

①松くい虫被害対策 

森林病害虫等防除法に基づき策定する地区実施計画により、地域経済上重要な松林を防除区域、

その周辺に位置する松林を周辺区域に指定し、これらの指定区域を対象に予防・駆除対策を効率

的・効果的に実施し、被害の軽減を図る。 

また、環境に配慮した防除を推進するため、被害木のチップ化による駆除等により、農薬使用

の軽減及び被害木の有効利用(破砕材のパルプ材等への利用)に努める。 

 

表９ 対象松林概況と被害対策の実施方針 

松林区分 松林区分毎の実施方針 

【防除区域】 

地区保全森林 

木材資源として優良な松林、又は松たけ山等地域経済上重要な松林で、主

に高度公益機能森林と一体(高度公益機能森林から概ね10Km以内かつ面積10ha以

上)となって保全を図る松林を対象として区域を指定する。特別防除・地上散布・

樹幹注入等の予防対策と伐倒駆除等の駆除対策を効果的に実施し､重点的に

防除する。 

【周辺区域】 

地区被害拡大防止

森林 

地区保全森林周辺(概ね2km)にある松林を対象として区域を指定する。地区保

全森林への被害拡大を防止するため、伐倒駆除の実施及び感染源の除去による樹

種転換を促進する。 
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②ナラ枯れ被害対策 

県下で被害が拡大しているナラ枯れについては、関係機関と連携して被害対策に努め、被害の

拡大を軽減し、森林の公益的機能の低下を防止する。 

また、関係機関と連携して、森林の若返り策を講じるなどナラ枯れの発生しにくい条件整備も

あわせて検討・実施する。 

(2)その他 

森林病害虫等による被害の未然防止のため、早期発見及び薬剤等による早期駆除などに向

け、地元行政機関、森林組合、森林所有者等の連携による被害対策や被害監視から防除実行ま

でにかかる地域の体制づくりを行う。 

森林病害虫等のまん延のため、緊急に伐倒駆除を行う必要が生じた場合等については、伐採

の促進に関する指導等を行う場合がある。 

 

２ 鳥獣害対策の方法（第１に掲げる事項を除く。） 

第１の１(1) において定める対象鳥獣以外の鳥獣による森林被害及び鳥獣害防止森林区域外にお

ける対象鳥獣による森林被害については、その防止に向け、シカ被害防止施策等と連携を図りつ

つ、野生鳥獣の被害や生息の動向等に応じた広域かつ効果的な森林被害対策を行う。  

また、地域の実情を踏まえ野生鳥獣との共存にも配慮した対策を適切に行うこととする。 

 

３ 林野火災の予防の方法 

林野火災の防止のため、地域住民に対して啓発活動を強化するとともに、森林火災予防のための

機材、初期防火用水、標識等を設置・整備し、林野火災の軽減を図る。また、不慮の災害に備えて

森林国営保険の加入促進を図る。 

また、森林又は森林の周囲1キロメートルの範囲内にある土地における火入れに関しては、篠山

市火入れに関する条例（平成11年、条例第173号）に基づき、申請者による防火管理の徹底を図

る。 

 

４ 森林病害虫の駆除等のための火入れを実施する場合の留意事項 

火入れを行おうとする者は、丹波篠山市火入れに関する条例（平成11年、条例第173号）に基づ

き、市に対して申請を行うとともに適切な管理のもとに火入れを行わなければならない。  

 

５ その他必要な事項 

風害、病虫害等の被害を受けている森林又は被害を受けやすい森林であって、森林の健全性の維

持の観点から伐採して更新を図ることが望ましい森林について、ここで定めることができるが、本

市は設定しないものとする。 
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Ⅳ 森林の保健機能の増進に関する事項 
 

１ 保健機能森林の区域 

  該当なし 

 

２ 保健機能森林の区域内の森林における造林、保育、伐採その他の施業の方法に関する事項 

  該当なし 

 

３ 保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備に関する事項 

  該当なし 

 

４ その他必要な事項 

  該当なし 
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Ⅴ その他森林の整備のために必要な事項 
 

１ 森林経営計画の作成に関する事項 

（1）森林経営計画の記載内容に関する事項 

森林経営計画の作成にあたっては、次に掲げる事項に充分留意し、適切に行うこととする。 

ア Ⅱの第 2の 3の植栽によらなければ適確な更新が困難な森林における主伐後の植栽 

イ Ⅱの第 4の公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 

ウ Ⅱの第 5 の 3 の森林の経営の受委託等を実施する上で留意すべき事項及びⅡの第 6 の 3 の共同して

森林施業を実施する上で留意すべき事項 

エ Ⅲの森林の保護に関する事項 

 

（2）森林法施行規則第３３条第１号ロの規定に基づく区域 

森林法施行規則第３３条第１号ロの規定に基づく区域について、次のとおり定めるものとする。 

区域名 林班 区域面積（ha） 

篠山地区 １林班 ～ ４４林班 3,419.15 

城東地区 １０１林班 ～ １５８林班 4,564.36 

多紀地区 ２０１林班 ～ ２６６林班 5,915.53 

西紀地区 ３０１林班 ～ ３５０林班 4,130.55 

丹南地区 ４０１林班 ～ ４６７林班 5,555.68 

今田地区 ５０１林班 ～ ５４４林班 4,090.33 

 

２ 生活環境の整備に関する事項 

ＵＪＩターン者などが地域に定住するために必要な生活環境施設の整備計画についは、下表【表

１０】の通りとする。 

表１０ 生活環境施設の整備計画 

施設の種類 位 置 規 模 対図番号 備 考 

該当なし     

 

３ 森林整備を通じた地域振興に関する事項 

ささやまの森公園や丹波並木道中央公園などの周辺の森林については、公園施設とともに地域住

民や近隣都市住民の憩いの場として利用されてきた。近年、森林の公益的機能に対する関心が高ま

っていることから、今後は、地域住民等がその周辺森林の整備に参画できるような取り組みを推進

する。 

また、その間伐などの体験活動を通じて森林環境教育等への森林利用を推進する。  

 

４ 森林の総合利用の推進に関する事項 

地域の特色を生かした資源の活用や都市との交流を、森林を介して行い、山村の活性化を図る

「里山オーナー」など制度を利用し、市内において多様な森林整備を推進する。 

なお、森林の総合利用施設の整備計画は下表【表１１】のとおりとする。 

 

表1１ 森林の総合利用施設の整備計画 

施設の種類 
現状（参考） 将来（計画） 対図 

番号 位置 規模 位置 規模 
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里山オーナー 大山 ２５区画   1 

〃 福住 １５区画   2 

〃 大渕・瀬利 １０区画   3 

〃 川阪 ２０区画   4 

 

５ 住民参加による森林の整備に関する事項 

(1)地域住民参加による取り組みに関する事項 

市内の小・中学生をはじめとした青少年に対して、自然の大切さとふるさとへの愛着をはぐ

くむため、市、森林組合及び林業事業体が一体となって、小中学校等の教育団体による森林・

林業教室の開催等積極的に支援するものとする。 

(2)上下流連携による取組みに関する事項 

近年、森林に対する要請や価値観の多様化により、森林づくりに直接参加しようとする機運

が高まっている。そこで本市においても、県が行う「企業の森」などを通じ、他の市町村から

積極的に森林ボランティア等の活動状況や受け入れ情報を収集するとともに、本市からも森林

ボランティ団体が継続して活動できる受け入れ情報を発信するなど、市民に情報提供していく

こととする。 

(3)法第 10条の 11 の 8第 2 項に規定する施業実施協定の参加促進対策 

NPO法人等による該当する森林において行う間伐又は保育その他の森林施業の共同化及びそ

のために必要な宿泊施設や活動拠点施設等の整備の支援をするものとする。 

(4)地域コミュニティによる取り組みに関する事項 

「木の駅プロジェクト」は、樹木を伐採し、ストックヤード（木の駅）に出荷すると地域通

貨に交換される制度で、集まった木は、木材や薪、ペレット等に利用されます。これは森林資

源と地域経済の循環及び農家林家の復活にも一助となる取り組みで、全国的な広がりを見せて

いる。本市においては平成２４年度から活動が開始され、主催団体（NPO法人等）や市のPR活

動により市内でもこの取り組みが徐々に認知されてきている。 

また、平成２８年度に県事業を活用し、プロジェクト推進計画が策定されることで、主催団

体の目指すべき方向性が明確となった。 

今後、主催団体は、組織力強化や出荷者の安全確保と機械導入による出材の効率化等に取り

組むほか、地域通貨の利便性の向上や薪、ペレットの生産力の向上等が課題となっている。 

市は、森林整備と利用促進につながるこの取り組みを継続的に支援することとする。 

 

６ その他必要な事項 

(1)森林施業の技術及び知識の普及・指導に関する事項 

森林施業の円滑な実行確保を図るため、県等の指導機関、森林組合との連携をより密にし、

普及啓発、経営意欲の向上に努めるものとする。 

(2)保安林その他法令等制限林に関する事項 

保安林その他法令により、施業について制限を受けている森林については、当該制限に従い

施業を実施するものとする。 

(3)森林施業共同化重点実施地区に関する事項 

該当なし 
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